様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　10月　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃぶろーどばんどたわー
                      一般事業主の氏名又は名称 株式会社ブロードバンドタワー
（ふりがな）ふじわら　ひろし
                              （法人の場合）代表者の氏名  藤原　洋   印
住所　　　　　　　　　〒100-0011　東京都千代田区内幸町2-1-6
日比谷パークフロント9F

法人番号　6010401059802　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年12月期 第2四半期決算説明資料
2021年12月期 第2四半期決算短信

	公表日
	2021年　8月　6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HPで公表、p.15,23に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/pdf/accounting/2021_1.pdf）、p.5に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/topics/docs/20210806_2.pdf）

	記載内容抜粋
	当社は、主力事業である①データセンター、②クラウド・ソリューション、③データ・ソリューションについて、これまで個別に提供してきた。今後は、供給者側論理によるITシステムの利用ではなく、需要者側論理に基づくユーザー企業主導のITシステムを提供し、DataセンターカンパニーからDXセンターカンパニーへの転換を図っていく。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た決算説明資料・決算短信に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年12月期 第2四半期決算説明資料
2021年12月期 第2四半期決算短信

	公表日
	　　　　2021年　　8月　　6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HPで公表、p.15、23に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/pdf/accounting/2021_1.pdf）

	記載内容抜粋
	1 お客様のDX支援
・ 事業の変革（顧客視点）→詳細はp.23に記載
· 先端技術、専門技術の活用と追及
2 社内のDX加速
· 業務プロセスを見直し業務改革へ
· 挑戦する組織風土の醸成と人材活用、人材育成
· 社内システムの高度化、連携

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た決算説明資料・決算短信に記載されている事項



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年12月期 第2四半期決算説明資料
p.25に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/pdf/accounting/2021_1.pdf）

	記載内容抜粋
	DX推進体制として、社内にCDOを設置、8つに分類したそれぞれの業務にDCDOを設置する体制を本年8月下旬に整備。

・CDO:Chief Digital Officer（チーフデジタルオフィサー）
・DCDO:Department Chief Digital Officer（業務チーフデジタルオフィサー）

経営の視点から事業戦略室がDXを推進DXへの取り組み（DX推進体制）
情報技術の視点からIT戦略グループがDXを推進



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年12月期 第2四半期決算説明資料
p.26-27に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/pdf/accounting/2021_1.pdf）

	記載内容抜粋
	1 クラウド移行推進・脱オンプレミス
2 独自開発BOIS（お客様の総合窓口・社内ポータルサイト）の開発スピード向上
以上2点をもって社内システムのDXを加速させる。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021年12月期 第2四半期決算説明資料

	公表日
	　　　　2021年8月6日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HPで公表、p.29に記載（https://www.bbtower.co.jp/ir/pdf/accounting/2021_1.pdf）


	記載内容抜粋
	DX関連のKPIは、進捗度の測定・チーム単位でのフォローアップ等で管理し、挑戦を促し失敗から学ぶプロセスをスピーディに実行する。
また社内業務で使用しているITシステムのデジタル化率の上昇を重視する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2021年　　8月　10日


	発信方法
	2021年12月期 第2四半期決算説明の音声配信を
当社HPにて公表
IR情報 - 決算資料 - 決算説明会資料 - 2021年（令和3年）12月期第2四半期 - 音声を視聴する -（https://webcast.net-ir.ne.jp/37762108/index.html）

	発信内容
	1 戦略における事業変革に関する課題・施策・方向性を以下の通り要約、発信。
当社HP IR情報 - 決算資料 - 決算説明会資料 - 2021年（令和3年）12月期第2四半期 - 音声を視聴する -（https://webcast.net-ir.ne.jp/37762108/index.html）
　▶当社の事業領域における課題・施策・方向性を以下の通り要約、発信。
　10:06~11:49：(10:19~)世の中のDXが加速するなか、当社の事業領域における課題と対応。当社はDXを顧客を通して提供する役回りをおこなっていた。重要なのが、供給者側論理によるITシステムの利用ではなく、需要者側（ユーザー）の論理によるITシステムの利用に変化しなくてはならない。また当社は、従来首都圏データセンター都市型データセンターを大企業に提供し、首都圏と大企業に一極集中していた。今後当社のデータセンターは地方創生と中小企業の活性化にも役立ていく。次にGAFA等の米国巨大IT企業のメガクラウドの市場シェアが日本でも拡大しているトレンドのなか、われわれのデータセンター・クラウド、データソリューションも市場環境に対応しなくてはならない。(~11:49)
　
　▶データセンター事業に関する課題・施策・方向性を以下の通り要約、発信。
　16:40~19:56：(16:50~)当社は、都心型のデータセンター「全国型DC」に特化しており、現在の事業領域に加えて新事業領域を開拓していく必要がある。(17:27~)これに対し、「地方型DC」と「エッジ型DC」を加え、自治体や地方の中小企業等のニーズにこたえていく。（18:00~）現在の事業領域は、既存DCオンプレミス＝顧客のコンピューター資源を預けるタイプが主流だが、今後は新事業領域としてクラウドプレイヤーも顧客にしていくことで、クラウドサービスプロバイダーにとってのクラウド拠点としておいてもらう。(18:38~)地方型DCでは政令指定都市、例えば東北地方・関西地方・九州地方・北海道等地域ごとの課題解決を支援する。エッジ型DCでは、子会社ジャパンケーブルキャストがもつ全国120のケーブル局に拠点をおいており、これをエッジ型DCに活用していく。

　▶クラウド・ソリューション、データ・ソリューション事業に関する課題・施策・方向性を以下の通り要約
　19:56~22:04：(19:56~)これまで当社は、オリジナルクラウド「C9」、米国企業のクラウド代理店サービス「パブリッククラウド支援」、リソースをもたない技術のみの代行サービス「MSP」３つのクラウドソリューションを(22:00~)ばらばらに提供していたが、統合サービスとして提供していく。(21:05~)そのため各クラウドソリューションに対して、次の通り具体的な施策を実施していく。「C9」はシステムの最適化、アクセス環境の改善、次世代（完全自動基盤環境）。「パブリッククラウド支援」は国内クラウド事業者との連携検討、マルチクラウド環境に向けたアクセス環境の改善。「MSP」は新監視基盤リリースと販売強化、オンプレ環境へサービス範囲拡大、自社サービスの包括的な監視運用サービスへ。
　22:04~23:05：(22:13~)データソリューションでは、DellのPowerScaleとUnityというストレージを中心に提供していたが新たにIDPA DP4400を新たに代理店契約をおこなった。右側のScalityは大きな商談がまとまり(~22:38)、DellとScallityのラインナップを増強したことで、MSPサービスの連携による運用サポート強化を実施し、ストレージとクラウドサービスの連携、保守ポータルリリースをおこなった。よって、ストレージの様々な組み合わせ提供を可能にした。(23:00~)これまでばらばらだったDellとScalityを統合化した提供を実現した。
　▶備考→24:18~24:25国内外クラウド事業者連携の推進状況について、現在アット東京と進んでいる。

2 戦略における社内DX加速の推進状況に関する課題・施策・方向性を以下の通り要約　
当社HP IR情報 - 決算資料 - 決算説明会資料 - 2021年（令和3年）12月期第2四半期 - 音声を視聴する -（https://webcast.net-ir.ne.jp/37762108/index.html）

 挑戦する組織風土の醸成と人材活用、人材育成 
1 26:00-26:38：DXを推進するために経営トップとつながるCDOを任命し、業務を8つの部門にわけそれぞれのDX担当者DCDOの配置を今後進めていく。
2 29:02-30:03全社員をDX化する。主にOJTを利用して、技術・営業・管理部門すべての社員に対して教育し再配置をしていく。
 業務プロセスを見直し業務改革へ、社内システムの高度化、連携
1 26:47-27:16クラウド移行、脱オンプレミスを推進する。具体的にはリモートワークの推進、コミュニケーションツール拡充、SaaSの利活用をおこなっていく。
2 27:20‐29:01独自開発BOISシステムでは、お客様の総合窓口でもあるが社内ポータルサイトとも連携をしており、受発注等のシステム間連携が強化される。(27:52~)BOISは事業に関連するSSL証明書管理、連絡先管理、利用規約仕様書ダウンロードなどセンターにあるシステムである。Salesforceは顧客管理や社内、営業関連システムであるが、今後はBOISとSalesforceを連携して社内・営業関連システムが一気通貫でつながる、これがまもなく実現する。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年6月頃　～　2021年7月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」にて自己分析を実施



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2005年4月頃　～2021年6月頃

	実施内容
	(1) 当社は、社内システムのサイバーセキュリティ確保のため、情報セキュリティマネジメントシステム (ISMS) の国際規格である ISO/IEC 27001 (JIS Q 27001) の認証を2005年9月20日に取得し、以降適用範囲を全社へ拡大し継続運用している。
(2) 当社は、当社の提供するクラウドサービスである“C9サービス”について、国際的なクラウドサービスのセキュリティレベル認証機関である英国BSI (British Standard Institute）と米国CSA(Cloud Security Alliance)の合同認証制度であるSTAR認証（ISO/IEC 27001〔情報セキュリティマネジメントシステム〕の要求事項とCSAのクラウドコントロールマトリックス（以下、CCM）を用いて、クラウドサービス事業者のセキュリティを第三者が評価する）のシルバーレベルを2014年6月に取得。
https://www.bsigroup.com/ja-JP/about-bsi/media-centre/press-release/2014/pr-STAR-first2/
2015年11月には、ゴールドレベルを取得し、現在に至る
https://www.bbtower.co.jp/ir/pr/2015/1109_000955/



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

